
セミナー事務局【お電話】03-6864-0400
【メール】info@wm-research.jp

【受付時間】9:00 ～ 17:30
※土日・祝日・年末年始除く

お問い合わせ

〒160-0022 東京都新宿区新宿 4-1-6 JR 新宿ミライナタワー 28階
TEL.03-6864-0400　／　FAX.050-3153-1074
http://www.wm-research.jp

社会福祉法人の経営力強化
～進化する経営トレンドを読み解く～
社会福祉法人の経営力強化
～進化する経営トレンドを読み解く～

2022年課題は『DX化の波』と『労務費負担増』

 『DX時代のバックオフィスを理解しよう』
　⇒DX化の正しい理解と的確な対応
　⇒電子帳簿保存法とインボイス制度の概要
　⇒社会福祉法人への影響範囲
　

● WMO有料会員の皆さまもセミナー配信の管理上、お申し込み手続きは必須となります。
● お申し込みいただきましたら、セミナー事務局よりセミナーにアクセスするＵＲＬをメールにて送付いたします。
● 下記の開催予定から、ご都合のよろしい日時にアクセスしてご受講ください。

『改正育介法と社会保険適用拡大の対応』
　⇒毎年の労務負担増への正しい対応を理解
　⇒段階的な育児介護休業法改正内容の理解と対応
　⇒社会保険適用拡大の正確な説明責任を果たす

【講師】辻・本郷 税理士法人　菊池 典明 【講師】辻・本郷 社会保険労務士法人　田中 宏二

第一部 45分 第二部 45分

理事長様・業務執行理事様・事務局長様、必聴のセミナーですので、ぜひご参加ください

講演時間：90 分（第一部：45分　第二部：45分）

● 裏面記載の申し込み案内により、お申し込みください。※お申し込み期限は、8月22日（月）13：00です。

受講費無料

一般社団法人 福祉経営研究機構  主催オンラインセミナー一般社団法人 福祉経営研究機構  主催オンラインセミナー

社会福祉法人における新制度／
法対応とDX化の波

2022年の人事労務における
負担拡大とは

8月 29日 （月）10：00～ 9月 2日 （金）16：002022年

● 視聴可能期間中、ご都合のよろしい日時にアクセスしてご受講ください。 期間中は繰り返しご視聴いただけます。
● レジュメは、視聴可能期間 開始4日前のリマインドメールに添付されますので、ご視聴までにプリントアウトなどの
 ご準備をお願いいたします。

視聴可能期間



下記の手順でお申し込みください下記の手順でお申し込みください

※申込票にご記入いただきました個人情報は、セミナー参加者名簿として、セミナーの実施・運営の参考資料として使用する他、
　関連するアフターサービス、セミナー案内に関する情報のお知らせのために使用し、他の目的には使用いたしません。
※競業の法人または個人と判断した場合は、お断りさせていただくことがございますのでご了承ください。

パソコンで一般社団法人福祉経営研究機構の
ホームページにアクセスしてください。

お申し込み後、受講アクセス用のＵＲＬをメールにて配信いたします。

ご視聴は、配信されたＵＲＬにアクセスし受講してください。

ご視聴に際して特別なソフトなどをインストールする必要はございません。

事前に収録編集した映像をご視聴いただきますので、視聴者の映像は共有されません。

レジュメは、視聴可能期間 開始４日前のリマインドメールに添付されますので、
ご視聴までにプリントアウトなどのご準備をお願いいたします。

テーマに対してのご質問は、お申し込み時のアンケートにご記入ください。講演に反映いたします。

ご視聴後のご相談事項は、当社団ホームページの『無料相談』をご利用ください。

「お申し込みはこちら」をクリックして、
お申し込みフォームに進んでください。

オンラインセミナーシステムのページに移動しますので、
内容に従って必要項目を入力してください。

『研修会のお知らせ』から
「オンラインセミナー」を選択してください。

手順
①

手順
②

手順
③

手順
④

福祉経営研究機構

お申し込み・視聴に際し、下記事項をご確認ください

社会福祉法人の経営力強化
～進化する経営トレンドを読み解く～
社会福祉法人の経営力強化
～進化する経営トレンドを読み解く～

受 講 方 法 の ご 案 内受 講 方 法 の ご 案 内

一般社団法人 福祉経営研究機構 主催  オンラインセミナー一般社団法人 福祉経営研究機構 主催  オンラインセミナー

一般社団法人福祉経営研究機構オンラインセミナー
『社会福祉法人の経営力強化』

お申し込みはこちら！　※お申し込み期限は8月22日（月）13：00

一般社団法人福祉経営研究機構オンラインセミナー
『社会福祉法人の経営力強化』


